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自由市場国と国家資本主義国の衝突と貿易摩擦  

 

神戸大学  川島富士雄  

 

報告要旨  

 

 イアン・ブレマー『自由主義の終焉―国家資本主義国とどう闘う

か』（原典は 2010 年刊。邦訳は日本経済新聞出版社、 2011 年）が

警鐘を鳴らしたように、米国を代表格とする自由市場国と中国を代

表格とする国家資本主義国の間の貿易摩擦はさまざまな形態をと

って展開してきた。第 1 に、国家資本主義国からの輸出に対し、い

わゆる非市場経済に対する特別ルールが適用され、アンチダンピン

グ税が頻繁に賦課されている、第 2 に、国家資本主義国による補助

金をめぐって頻繁に補助金相殺関税が賦課されている、第 3 に、こ

れらの措置が頻繁に WTO 紛争解決手続に訴えられているといった

動きが見られる。さらに、第 4 に、国家資本主義国の国有企業に対

する優遇措置（補助金を含む）に対する懸念から、環太平洋経済連

携（TPP）協定交渉において、国有企業に対する特別規律案が提起

され、これに対し国家資本主義国が強く反発したことで、同交渉の

行方が大きく左右されている。第 5 に、鉄道等インフラ輸出をめぐ

って、日中間で熾烈な競争が繰り広げられ、国家が取りうる手段を

総動員した形での市場争奪戦が展開されている。第 6 に、こうした

衝突は、貿易の場面のみならず、投資の場面にも広がりつつある。

本報告では、以上の現象が、従来の貿易摩擦に比して、いかなる連

続性や異質性を有するのか検討するとともに、現行の貿易・経済に

関するルールや秩序にどのような課題を突き付け、これらに対し、

いかに変容を迫りつつあるか展望する。  

  



2 
 

共通論題  

自由市場国と国家資本主義国の衝突と貿易摩擦  

 

神戸大学  川島富士雄  

 

１．はじめに― 国 際 経 済 法 に お け る「 市 場 と 政 府 」を め ぐ る 変 遷 と 新 た な 課 題 ―  

 第 2 次世界大戦後の世界貿易体制を支えた関税及び貿易に関す

る一般協定（以下「 GATT」という。）は、東西冷戦構造の下、社

会主義国という異なる経済体制国との共存を前提とした、体制間イ

ンターフェイス規律を設けていた 1。その具体例が、  輸入独占の

場合の譲許の義務の特則を設けた GATT2 条 4 項、貿易を独占し、

かつ政府が国内価格すべてを決定している国家についてダンピン

グマージン計算に関する特則を設けた同 6 条注釈、国家貿易に関す

る規律を定めた同 17 条等である。  

しかし、こうした異なる経済体制間の共存を前提とした制度設計

は、旧ソ連崩壊（ 1990 年代初）にともなう冷戦の終結と資本主義

と民主主義の勝利により「歴史の終わり」に至るとの主張をも生み

出した当時の認識変化の結果 2、大幅に後退することとなる。1995

年に発足した世界貿易機関（以下「 WTO」という。）の各協定にお

いても、新自由主義（ネオリベラリズム）の発想に基づき 3、例え

ば、補助金及び相殺措置に関する協定（以下「補助金協定」という。）

に市場における政府の役割に対し大幅な制約を加える規律が置か

れただけでなく、同協定を含む複数の協定に、「市場経済への移行」

                                                   
1  異 な る 経 済 体 制 間 の イ ン タ ー フ ェ イ ス 規 律 と い う 概 念 に つ い て は 、 次 を 参 照 。
J a c k s o n ,  J o h n  H. ,  T h e  Wo r ld  Tra d i n g  S y s t e m :  La w  a n d  Po l i c y  o f  In t e r n a t io n a l  E co n o m i c  
R e la t io n s ,  1 s t  e d .  ( M I T P r e s s ,  1 9 8 9 ) ,  p p . 2 8 0 ,  2 9 1 - 2 9 2 .  
2  F u ku ya m a ,  F r an c i s  Y. ,  T h e  E n d  o f  Hi s t o r y  a n d  th e  L a s t  M a n  ( F r e e  P r e s s ,  1 9 9 2 )（ フ ク

ヤ マ 、 フ ラ ン シ ス （ 渡 辺 昇 一 訳 ）『 歴 史 の 終 わ り （ 上 ・ 下 ）』（ 三 笠 書 房 、 1 9 9 2 年 ））  
3  新 自 由 主 義 の 展 開 に つ い て は 、 H a r v e y,  D a v i d ,  A B r i e f  H i s t o r y  o f  N eo l ib e r a l i s m  
( O x fo r d  Un i v e r s i t y  P r e s s ,  2 0 0 5 )（ ハ ー ヴ ェ イ 、 デ ヴ ィ ッ ド （ 渡 辺 治 監 訳 ）『 新 自 由 主

義 ―そ の 歴 史 的 展 開 と 現 在 』（ 作 品 社 、 2 0 0 7 年 ） 参 照 。  
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を前提とする制度設計が盛り込まれた 4。  

 しかし、 2008 年に顕在化した世界金融経済危機以降、急速に自

由市場主義への懐疑論が広がり、その自信喪失を反映するかのよう

に、「北京コンセンサス」や「中国モデル」という標語の下、自由

市場主義に挑戦する考え方が、新興国を中心に急速に蔓延しつつあ

るのではないかとの懸念が表立って提起された 5。この一環として、

欧米を中心に、 21 世紀は自由市場国対国家資本主義国の対立の時

代であるとして、後者に対する警戒を求める議論が、活発に展開さ

れた 6。これらの現象は、移行による経済体制の「収斂」が幻想に

すぎず、異なる経済体制（又は少なくとも「異質な経済」）との共

存がしばらくの間、継続する厳然たる事実が再認識され、それに伴

い国際経済法にも新たな課題が発生する可能性を示唆していた。  

以上の背景の下、本報告は、２において、「自由市場国と国家資

本主義国の衝突」を反映すると考えられる経済摩擦を具体的に紹介

する。さらに、３では、２で紹介した現象が従来の経済摩擦とどの

ような連続性や非連続性を有しているのか検証しつつ、４では、上

                                                   
4  補 助 金 協 定 2 9 条 は 「 市 場 経 済 へ の 移 行  ( Tr a n s fo r ma t i o n  in to  a  M a r k e t  E co n o m y)」
と 題 し 、 同 1 項 は 、 「 中 央 計 画 経 済 か ら 市 場 自 由 企 業 経 済 へ の 移 行 過 程 に あ る 加 盟

国 は （ M e mb e r s  i n  t h e  p r o c e s s  o f  t r a n s fo r ma t i o n  f ro m a  c e n t r a l l y - p l a n n e d  i n t o  a  ma r k e t ,  
f r e e - e n t e r p r i s e  e c o n o m y） 、 こ の 移 行 の た め に 必 要 な 制 度 及 び 措 置 を 適 用 す る こ と が

で き る 。 」と 規 定 し 、 2 項 以 下 が 特 別 の 経 過 期 間（ 例 え ば 、 禁 止 補 助 金 は 7 年 以 内 に

廃 止 等 ） を 認 め て い る 。 知 的 所 有 権 の 貿 易 関 連 の 側 面 に 関 す る 協 定 （ TR IP S） 協 定

6 5 条 3 項 の 類 似 規 定 も 参 照 。  
5  S e e  e .g . ,  H a lp e r,  S t e fa n ,  T h e  B e i j i n g  Co n s en s u s :  H o w C h i n a ' s  Au t h o r i ta r ia n  M o d e l  Wi l l  
D o mi n a t e  t h e  Tw e n t y - F i r s t  C en tu r y  ( B a s i c  B o o k ,  2 0 1 0 )（ ハ ル パ ー 、 ス テ フ ァ ン （ 園 田

茂 人 ＝ 加 茂 具 樹 訳 ）『 北 京 コ ン セ ン サ ス ―中 国 流 が 世 界 を 動 か す ？  』（ 岩 波 書 店 、2 0 11
年 ）） .  
6  B r e m me r,  I a n ,  Th e  E n d  o f  F re e  M a r k e t  ( P o r t fo l i o ,  2 0 1 0 )（ ブ レ マ ー 、 イ ア ン （ 有 賀 裕

子 訳 ）『 自 由 市 場 の 終 焉 ―国 家 資 本 主 義 と ど う 闘 う か 』（ 日 本 経 済 新 聞 出 版 社 、 2 0 11
年 ）） .  ブ レ マ ー は 、 国 家 資 本 主 義 国 を 、 「 政 府 が 主 と し て 政 治 上 の 利 益 を 得 る た め

に 市 場 で 主 導 的 な 役 割 を 果 た す シ ス テ ム 」 と 定 義 し （ I b id . ,  p . 4 3） 、 資 本 主 義 を 受 け

入 れ 、 市 場 を 廃 止 し よ う と し て は い な い が 、 そ れ を 自 分 た ち の 目 的 に 沿 っ て 利 用 し

よ う と し （ I b i d . ,  p . 5 3） 、 国 有 企 業 、 民 間 の 旗 艦 企 業 及 び 政 府 系 フ ァ ン ド を 主 な 手 段

と し て 用 い る 国 家 と 性 格 づ け て い る （ Ib i d . ,  p . 5 4） 。 ブ レ マ ー は 、 後 の 著 作 で 、 米 中

間 で 市 場 ア ク セ ス 、 投 資 ル ー ル 、 通 貨 価 値 な ど の 経 済 手 段 に よ る 直 接 的 な 形 で の 衝

突 、 つ ま り 「 冷 戦 2 .0」 と 呼 ぶ べ き シ ナ リ オ が 現 れ る 見 込 み が 大 き い と 論 じ て い る 。

ブ レ マ ー 、 イ ア ン （ 北 沢 格 訳 ）『「 G ゼ ロ 」 後 の 世 界 ― 主 導 権 な き 時 代 の 勝 者 は だ れ

か ― 』（ 日 本 経 済 新 聞 出 版 社 、 2 0 1 2 年 ） 2 1 4 - 2 1 5 頁 。  
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記の衝突が既存の貿易・経済に関するルールや秩序にどのような課

題を突き付け、これらに、いかなる変容を迫りつつあるか展望する。 

 

２．「自由市場国と国家資本主義国の衝突」を反映する摩擦  

  中国に代表される国家資本主義国が輸出国としてだけでなく、輸

入国、投資先及び投資母国としても、そのプレゼンスが向上しつつ

ある現状において、「自由市場国と国家資本主義国の衝突」を反映

する摩擦も、以下のように、物の貿易、サービスの貿易及び投資と

多岐にわたる。  

 

2.1 国家資本主義国に対するアンチダンピング税賦課  

第 1 に、国家資本主義国からの輸出に対し、いわゆる非市場経済

（ non-market economies）に対する特別ルール（以下「 NME 方式」

という。）が適用され、アンチダンピング税が頻繁に賦課されてい

る。アンチダンピング調査で算出されるダンピングマージンは通常、

対象国の国内価格と調査国向けの輸出価格の差額により計算され

るが、NME 方式が適用される場合、対象国の国内価格は市場原理

を反映していないとして無視され、代替国のコスト等を積み上げて

構成された価額と輸出価格の差額によってダンピングマージンが

計算される。この場合、代替国の選択やコスト計算において調査当

局の裁量の余地が大きく、ほぼ常にダンピングマージンが算出され

ることとなる。  

アンチダンピング措置の主なユーザー国のうち、NME 方式を適

用する代表国である米国及び欧州連合（ EU）が、NME 方式対象国

に対しアンチダンピング税が賦課した件数を見ると、表 1 の通りで

ある。両国とも NME 方式対象国全体のうち、中国が約 90％を占

めているだけでなく、中国に対する賦課件数は、両国の 1995 年以

降の 20 年間における賦課総数の約 30％を占めている  
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表 1 欧米による NME 方式の適用件数  

 米国  EU 

アルメニア  0 1 

ベラルーシ  1 4 

中国  99（ 90％）  85（ 88％）  

カザフスタン  ―  2 

モルドバ  2 0 

ベトナム  8 4 

合計  110 96 

賦課総数  345 298 

出典  WTO ウェブサ イトの情報に 基づき 報告者作成  

注  2014 年末時 点で NME に指定され てい る国のみ計算  

 

 最近のアンチダンピングに関する WTO 紛争でも、中国やベトナ

ムが申し立てた、欧米の NME 方式の適用に関係する紛争の占める

割合が多い 7。  

 

2.2  国家資本主義国に対する補助金相殺関税賦課  

2007 年以降、国家資本主義国による補助金をめぐって頻繁に補

助金相殺関税が賦課されている。 2006 年、中国産コート紙相殺関

税調査過程において、米国商務省が、非市場経済国の産品は相殺関

                                                   
7  Un i te d  Sta tes  — Pre l iminary  Anti -Dumping  and  Counte rvai l ing  Duty  
De te rminat io ns  o n  Co ate d Fre e  Shee t  Pape r  f r om China ,  DS368 ;  Uni ted  Sta te s  — 
De f in i t i ve  Ant i -Dumping  and  Co unte rvai l ing  Dut ie s  o n  Ce rta in  Pro ducts  f ro m 
China ,  DS379 ;  Euro pe an  Communi t ie s  — De f in i t i ve  Anti -Dumping  Me asure s  o n  
Ce rta in  I ro n  o r  Stee l  Fas te ne rs  f ro m China ,  DS397 ;  Uni te d  Sta te s  — 
Ant i -dumping  Me asure s  o n  Ce rta in  Shr imp f rom Vie t  Nam,  DS404 ;  Euro pe an  
Unio n — Anti -Dumping  Me asure s  o n  Ce rta in  Fo o twe ar  f rom China ,  DS405 ;  
Uni te d  Sta te s  — Ant i -Dumping  Me asure s  o n  Shr imp and Diamo nd S awblade s  
f rom China ,  DS422 ;  Uni te d  Sta tes  — Ant i -Dumping  Me asure s  o n  Ce rta in  Shr imp 
f rom Vie t  Nam,  DS429 ;  Uni te d  Sta te s  — Counte rvai l ing  and Ant i -dumping  
Me asure s  o n  Ce rta in  Pro ducts  f rom China ,  DS449 ;  Uni te d Sta te s  –  Ce rta in  
Me tho do l o g ie s  and  the i r  App l i ca t i on  to  Ant i -Dumping  Pro ce e dings  I nvo lv ing  
China ,  DS471 .  
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税調査対象としないとの従来の慣行を変更し、中国産品に対する相

殺関税調査を是認したことをきっかけとして、その後、米国国内産

業による中国産品に対する相殺関税調査要請と同賦課決定が急増

した 8。米国を追随するように EU 等も同様な動きを見せている（表

2）。  

表 2 欧米各国による相殺関税調査開始件数及び賦課決定件数  

 米国  EU カナダ  ｵｰｽﾄﾗﾘｱ  合計  

中国  46(29)  9(5)  20(15)  10(6) 90(56)  

ベトナム  5(2)  1(0)  1(0)  0 7(2)  

インド  18(9) 20(13)  7(5)  0 65(36)  

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ  9(4)  5(2)  2(1)  0 19(8) 

韓国  13(6) 7(2)  2(0)  0 24(9) 

タイ  4(1)  5(1)  2(1)  0 14(3) 

合計  156 74 49 18 380(202) 

出典  WTO ウェブサ イトの情報に 基づき 報告者作成  

注  （  ）内が賦課決 定件数。合計 はその 他を含む。  

 

中国が WTO 加盟後、WTO 紛争解決手続を申立国として利用し

た事件は、 2015 年 10 月末現在、計 13 件である。そのうち、上記

の米国による対中相殺関税に関係する事件は、①コート紙に対する

アンチダンピング及び相殺関税仮決定事件（DS368）、② 4 製品に

対するアンチダンピング及び相殺関税賦課事件（DS379）、③ 22 製

品に対する相殺関税調査事件（DS437）及び④アンチダンピング及

び相殺関税調査における二重賦課事件（DS449）の 4 件で、全体の

                                                   
8  An t id u mp in g  a n d  C o u n t e r v a i l i n g  Du t y :  F e d e r a l  R e g i s t e r  N o t i c e s  a n d  U n p u b l i s h ed  
D e c i s i o n s ,  a t  h t t p : / / i a . i t a . d o c . g o v / f r n / i n d e x . h t ml .  米 国 ・ 対 中 国 産 コ ー ト 紙 （ Co a t e d  
F r e e  S h e e t  P ap e r）相 殺 関 税 調 査 及 び そ の 後 2 0 11 年 上 半 期 ま で の 相 殺 関 税 調 査 に つ い

て は 、 川 島 富 士 雄 「 中 国 に よ る 補 助 金 供 与 の 特 徴 と 実 務 的 課 題 ― 米 中 間 紛 争 を 素 材

に ― 」 独 立 行 政 法 人 経 済 産 業 研 究 所 デ ィ ス カ ッ シ ョ ン ペ ー パ ー 、 11 - J -0 6 7 1 3 -2 1 頁

（ 2 0 11） 。  
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約 3 分の 1 を占める。①は、米国国際貿易委員会が国内産業への

損害がないとの決定を下したため、パネル設置に至らなかったが、

②は、パネル及び上級委報告まで至り、上級委は、米国商務省によ

る中国国有企業の公的機関性の認定等が補助金協定違反を構成す

るとの判断を下した 9。③では、米国商務省が開始した 22 件の相

殺関税調査に関し、②の上級委による補助金協定違反との判定後も、

国有企業を公的機関と認定し続けていることが、やはり補助金協定

違反を構成するとの判断が下された。④では、米国が中国の同一産

品に対し NME 方式適用によるアンチダンピング税と補助金相殺

関税を同時に賦課している慣行がいずれかの協定違反を構成する

ことが②に続いて再確認された。この中でも、本報告の観点からは、

特に、国有企業が補助金協定 1.1 条 (a)(1)の（補助金を供与する）

「公的機関」に該当するかどうかが争われた②と③が注目される。

また、中国の国有企業を「公的機関」と認定できるかどうかという

争点とも関係するが、補助金協定 14 条における補助金額の算定に

当たって、中国における市場価格を、その非市場経済性故に「妥当

な対価」のベンチマークとして無視し、世界市場や第三国市場とい

った代替的ベンチマークを採用することができるか等について激

しく争われている 10。  

 

2.3  国家資本主義国による補助金に関する WTO 紛争  

従来、中国に対する WTO 紛争解決手続に基づく協議要請が行わ

れた件数は同一措置に対するものを 1 件と数えれば計 21 件である。

そ の う ち 、 補 助 金 に 関 す る 紛 争 は 、 ① 集 積 回 路 増 値 税 還 付 事 件

（DS309）、②各種税減免等事件（DSDS358 及び 359）、③世界ト

                                                   
9  Ap p e l l a t e  B o d y  R e p o r t ,  U n i t e d  S ta t e s  –  D e f in i t i v e  A n t i - D u mp i n g  a n d  Co u n t e r v a i l i n g  
D u t i e s  o n  C e r ta in  P ro d u c t s  f ro m  Ch i n a ,  W T/ D S3 7 9 / R ,  a d o p t e d  2 5  M a r c h  2 0 11 . 本 件 パ

ネ ル 及 び 上 級 委 員 会 報 告 の 分 析 と し て 、 川 島 ・ 前 掲 注 ( 8 )2 6 -3 9 頁 。  
1 0  こ の 問 題 は 、 ひ と り 中 国 だ け の 問 題 で な く 、 イ ン ド に 対 す る 相 殺 関 税 の 事 件 で も

同 様 に 争 わ れ て い る 。  
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ップブランド補助金等事件（DS387、 388 及び 390）、④風力発電

装置補助金事件（ DS419） 11、⑤自動車及び同部品輸出補助金事件

（DS450）、⑥繊維衣類製品輸出補助金事件（ DS451）及び⑦対外

貿易改善プログラム輸出補助金（DS489）の計 7 件と、3 分の 1 を

占める。②、③及び⑤～⑦では主に輸出補助金が問題とされ、①及

び④では、国内産業向け優遇税制及び国内産品優先使用補助金が問

題となった 12。  

上記 7 事件や 2.2 で紹介した相殺関税賦課決定の多さから、中国

政府が産業政策手段として補助金を活用している実態が浮かび上

がる。これら以外にも、実質的に国産部品使用を優先するローカル

コンテント要求が問題となった⑧自動車部品輸入措置事件（DS339、

340 及び 342）13、⑨鉱物資源輸出制限事件（DS394、395 及び 398）
14、並びに⑨での中国敗訴を受け、類似の輸出制限に対し申立て

が行われた⑩レアアース等輸出制限事件（DS431、 432 及び 433）

は、いずれも産業政策関連事件と性格付けることができる。これら

3 件も加えれば、中国被申立事件の 21 件のうち、半分近くの計 10

件が産業政策関連事件となる 15。  

 
                                                   
1 1  以 上 の 4 件 の 補 助 金 関 連 事 件 の 詳 細 に つ い て は 、川 島・前 掲 注 (8 ) 1 0 - 1 2、 2 2 - 2 3 頁

参 照 。  
1 2  6 件 の 4 件 で 、 主 に 米 中 間 協 議 の 結 果 、 中 国 が こ れ ら を 撤 廃 す る こ と を 約 束 し て

お り 、 パ ネ ル 設 置 前 、 又 は パ ネ ル 審 理 に 入 る 前 に 紛 争 が 解 決 し て い る 。 パ ネ ル 審 理

に 入 る 前 に 米 中 間 及 び 米 墨 間 そ れ ぞ れ で 合 意 に 至 っ て い る 。 1 件（ ⑥ ）で パ ネ ル が 設

置 さ れ 現 在 審 理 中 で あ る 。 残 り の ２ 件 で は 、 米 中 及 び 墨 中 間 で い か な る 解 決 が な さ

れ た の か 明 ら か で は な い 。  
1 3  川 島 富 士 雄 「 中 国 の 自 動 車 部 品 の 輸 入 に 関 す る 措 置 」『 ガ ッ ト ・ W TO の 紛 争 処 理

に 関 す る 調 査  調 査 報 告 書 Ⅹ Ⅸ 』（ 独 立 行 政 法 人 経 済 産 業 研 究 所 、 2 0 0 9 年 ） 2 0 3 -2 2 5
頁 。  
1 4  中 国 は 各 種 鉱 物 資 源 の 輸 出 制 限 の 目 的 と し て 環 境 保 護 又 は 資 源 保 存 を 掲 げ 、

GATT20 条 b 号 又 は g 号 に よ る 正 当 化 を 試 み た 。 川 島 富 士 雄 「 中 国 に よ る 鉱 物 資 源

の 輸 出 制 限 と 日 本 の 対 応 」『 ジ ュ リ ス ト 』 1 4 1 8 号（ 2 0 11 年 ） 3 7 -4 3 頁 。 し か し 、 パ ネ

ル 及 び 上 級 委 員 会 報 告 は い ず れ の 正 当 化 も 拒 絶 し て お り 、 同 輸 出 制 限 は む し ろ 産 業

政 策 的 目 的 に 基 づ く 疑 い が 濃 厚 で あ る 。 同 パ ネ ル 及 び 上 級 委 員 会 報 告 に つ い て 、 松

下 満 雄 「 中 国 鉱 物 資 源 輸 出 制 限 に 関 す る WTO パ ネ ル 報 告 書 」『 国 際 商 事 法 務 』 3 9 巻

9 号 （ 2 0 11 年 ） 1 2 3 1 -1 2 3 9 頁 及 び 同 「 中 国 鉱 物 資 源 輸 出 制 限 に 関 す る WTO 上 級 委 員

会 報 告 書 」『 国 際 商 事 法 務 』 4 0 巻 3 号 （ 2 0 1 2 年 ） 3 3 3 - 3 4 1 頁 。 。  
1 5  こ れ 以 外 の WTO 違 反 の お そ れ の あ る 補 助 金 供 与 に つ い て は 、川 島・前 掲 注 (8 )5 - 6。  
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2.4  鉄道等インフラ輸出をめぐる日中間競争  

現在、鉄道等インフラ輸出をめぐって、日中間で熾烈な競争が繰

り広げられ、国家が取りうる手段を総動員した形での市場争奪戦が

展開されている。この競争においては、政府系金融機関による優遇

融資や輸出信用等、輸出補助金に分類可能な政策手段に加え、政府

開発援助（ ODA）や政府調達等さまざま政策手段が動員されてお

り、従来の国際経済法上、どのような規律が加えられるのか必ずし

も十分に整理されていない。  

さらにこれに油を注ぐ要素は、中国が主導しているアジアインフ

ラ投資銀行（ AIIB）の設立である。中国の思惑が自らの新シルク

ロード「一帯一路」構想の実現に向け、AIIB を一種のう回路とし

て活用することである場合、主として中国の資本がプールされた

AIIB が主に中国の方針に従って運営されるとしたら、その開発・

投資支援活動を中国による「補助金」とみなすことができるのかと

いう極めて難しい課題を国際経済法につきつけている。  

この激烈な競争は、例えば、日本の新幹線導入案を退け、最終的

に中国による高速鉄道の敷設計画を承認したインドネシアのよう

に好条件でのインフラ整備を希望する国にとっては願ってもない

好機である。しかし、この案件においては、日本が中国の有利な条

件に対抗しきれなかったことが問題であるだけでなく、政府による

支援を総動員する余裕のない（が、インフラの品質面では勝るとも

劣らないかもしれない）日中以外の第三国が、そもそも競争の土俵

にすら上がれなかった可能性があることが指摘されるべきだろう。

世界的なインフラ整備市場においては、そうした巨大な競争歪曲が

生じていると言わざるを得ない。  

 

2.5  TPP 協定交渉における国有企業規律の導入  

 国家資本主義国の国有企業に対する優遇措置（補助金を含む）の
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もたらす競争歪曲に対する懸念から、環太平洋経済連携（TPP）協

定交渉において、米国が国有企業に対する特別規律案を提案した。

これに対し国家資本主義国らが強く反発したことで、同交渉の行方

が大きく左右された。  

2011 年 2 月、TPP 交渉に向け、全米サービス産業連盟（CSI）

及び米国商工会議所が、国有企業が民間企業との間の競争において

不当に有利となっているとの懸念を表明し、「公平な競技場（ a level  

playing field）」を確保すべく特別規律の導入を提案した 16。具体

的には、国有企業及び国家支援企業（ State-Sponsored Enterprises）

に関する透明性確保、民間企業との競争上の中立性確保、競争法制

定・執行義務、適用除外禁止、独占的資産又は市場地位の濫用行為

の禁止等の義務付けを盛り込んだ。同提案は短期的には TPP 交渉

に向けたものではあったが、米国内では、国有企業規律提案及び同

交渉は、中長期的観点から、中国の国有企業に対する政府支援によ

る競争歪曲に対処するルールのテンプレートを設定するためのも

のであるとの認識が公然と語られている 17。  

国内からの提案を受け、米国政府は、 2011 年 10 月、 TPP 第 10

回ラウンド（ペルー・リマ）において国有企業等に対する規律の強

化を求める提案を行った 18。しかし、国有企業の経済に占める割

合の大きなベトナム、マレーシアらが強く反発した結果、 2013 年

まで同規律交渉にほとんど進展が見られず、TPP 交渉において再難

航交渉の 1 つとなった 1 9。  

                                                   
1 6  C o a l i t i o n  o f  S e r v i c e s  I n d u s t r i e s  &  U . S .  C h a mb e r  o f  Co m me r c e ’s  Gl o b a l  R e g u l a to r y  
Co o p e r a t i o n  P r o j e c t ,  S t a t e - O w n ed  En t e r p r i s e s :  Co r re c t i n g  a  2 1 S t  C e n tu r y  M a r k e t  
D i s to r t i o n ,  F eb r u a r y  2 2 ,  2 0 11  
1 7  Gary  C lyde  Hufbaue r,  The  Evo lv ing  US Vie w  o n  TPP,  Wo rking  Pape r  No  484 ,  
Stan fo rd  Ce nte r  f o r  I n te rnat io nal  De ve l o pment ,  2013  and  I an  F.  Fe rgusson ,  Mark  
A .  McMinimy and  Bro ck  R .  Wi l l iams ,  The  Trans -Pac i f i c  Partne rsh ip  (TPP)  
Ne go t ia t i ons  and  I s sue s  f o r  Co ngre ss ,  March  20 ,  2015 ,  Congre ss i ona l  Re se arch  
Se rv i ce ,  R42694 ,  p .43 .  
1 8  日 本 経 済 新 聞 2 0 11 年 1 0 月 2 7 日 夕 刊 2 面 。  
1 9  川 島 富 士 雄「 オ ー ス ト ラ リ ア に お け る 競 争 中 立 性 規 律 － TPP 国 有 企 業 規 律 交 渉 へ

の 示 唆 － 」特 別 行 政 法 人 経 済 産 業 研 究 所 デ ィ ス カ ッ シ ョ ン ペ ー パ ー 、15 -J -026、7 -14
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2014 年 2 月になり、国有企業が各国の国内市場においてサービ

ス提供を行う場合は、各国は援助を与えてもよいとの合意ができた

と報道された 2 0（後述の 2015 年 10 月の大筋合意の内容のうち、

②国内サービス例外がこの時点で合意されたと推測可能）。さらに、

2014 年  7  月及び 9 月、国有企業規律に対し強い抵抗を示してきた

マレーシア、ブルネイ及びベトナムからカーブアウトリスト（後述

大筋合意⑥の適用除外国有企業のリスト）が相次いで提出された。

こうした適用除外に関する議論が進められた状況は、その段階です

でに米国がベトナム、マレーシアなどからの強い抵抗を受け、すべ

ての国有企業に対し原則を貫徹することを諦め、適用除外を許容す

る柔軟な姿勢に転換し、いわば「実を捨て、名を残す」戦略に変わ

ったことを示唆していた 2 1。  

2015 年 10 月初の TPP 交渉大筋合意後に公表された同協定各章の

概要等によれば 2 2、第 17 章の国有企業規律は、主に次のような義

務等を規定する。  

①国有企業及び指定独占企業（以下「国有企業等」という。）が

物品又はサービスの売買を行う際、商業的考慮に従い行動し、

かつ他の締約国の企業、物品及びサービスに対して無差別待遇

を与えることを確保する。  

②国有企業に対する非商業的援助（例  贈与、市場より有利な条

件での融資等）を通じて、不当な競争上の優位を与え、他の締

約国の利益に悪影響を及ぼしてはならない（自国内で国有企業

が供給するサービスを除く。）。  

③全国有企業のリストを公表し、かつ、要請に応じ、国有企業等

                                                                                                                                                     
頁  ( 2015 )。  
2 0  同 上 、 12 頁 。  
2 1  同 上 、 14 頁 。  
2 2  「 環 太 平 洋 パ ー ト ナ ー シ ッ プ 協 定 の 概 要 （ 暫 定 版 ）（ 仮 訳 ）」 及 び 「 環 太 平 洋 パ ー

ト ナ ー シ ッ プ 協 定 （ TPP 協 定 ） の 概 要 」（ 内 閣 官 房 TPP 政 府 対 策 本 部 、 2015 年 10
月 5 日 ） の ほ か 、 カ ナ ダ 、 米 国 等 の 概 要 説 明 サ イ ト を 参 照 し た 。  



12 
 

に対する政府所有、政府支配及び非商業的政府援助に関する情

報を共有する（透明性）。  

④主体を国有企業として指定又は保持する権利を維持する。  

⑤公的サービス提供義務を有する国有企業は、公的利益に資する

柔軟性を継続して有する。  

⑥以上の規定はすべて国対国の紛争解決手続に服するが、各締約

国は、特定の規律を自国の特定の国有企業等の特定の活動につ

いては適用しないとして、国別附属書で留保する。  

 

②の非商業的援助は、 WTO 補助金協定において補助金とみなさ

れる贈与や優遇融資だけでなく、規制上の優遇を含むのかが問題と

なりうる。例えば、昨年 10 月頃構想が浮かび上がった中国南車・

北車合併計画は、独禁法に基づき中国競争当局に届出られたが、ほ

どなく無条件で承認された。外国企業に対し厳しく審査する一方で、

国内市場をほぼ独占することになる国有企業の合併を無条件で承

認する場合、これを「規制上の優遇」とみなし、TPP ルールによっ

て規律対象とすることができるのかが今後の焦点となろう。  

⑤の公的サービス柔軟性は、いわば国有企業が担う公益上の機能

を尊重する意見を容れた規定と理解できるが、その解釈如何では②

の競争中立性確保義務を骨抜きとしかねないリスクも抱えている。

さらに、交渉中の報道に基づけば、ベトナム、マレーシアの提出し

た⑥の国別附属書の適用除外リストは広範なものとなっている模

様であり、国内の同規律交渉を支持推進した米国国内利害関係者の

要請に十分にこたえる形となっているのか疑問なしとしない。  

 

2.6  投資分野での摩擦  

こうした衝突は、貿易の場面のみならず、投資の場面にも広がり

つつある。例えば、中国国有（ 70％）企業である中国海洋石油集
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団資源公司（CNOOC）による UNOCAL 買収が対米外国投資委員

会（ CFIUS）の審査手続中に、米国議会からの安全保障上の懸念

表明を受け断念された事件（ 2005 年）等を背景に、米国のエクソ

ン・フロリオ修正法は、 2007 年外国投資国家安全保障法による改

正を受け、国防産品法に組み入れられた 23。  

 上記の外国投資に関する国家安全保障審査のリスクの高まりを

受け、政府系ファンド側の保護主義を回避したいという利益と投資

受入国側の政府系ファンドによる投資にともなう懸念を解消しつ

つ、それらによる投資を維持したいという利益のバランスを図るた

め、国際通貨基金（ IMF）の傘下に政府系ファンド国際作業部会が

設置され、その作業は、 2008 年、特にアラブ諸国のオイルマネー

等の運用を担当する政府系ファンドが、投資行動に関する透明性確

保 、 政 治 的 考 慮 の 排 除 24 、 民 間 企 業 と の 競 争 上 の 中 立 性

（ competitive neutrality）の確保等を遵守することを柱とする自

主行動基準、いわゆる「サンチャゴ原則」として結実した 25。  

 関連した現象は、米国モデル二国間投資協定改訂作業にも見られ

る 26。米国オバマ政権は、2009 年、中国等との二国間投資協定（以

下「BIT」という。）交渉を一旦凍結し、2004 年モデル BIT の改訂

作業を開始した。米国国務省及び通商代表部の諮問を受けた国際経

済政策諮問委員会（以下「ACIEP」という。）は、国有企業による

                                                   
2 3  同 上 、 67 -70 頁 。  
2 4  政 府 系 フ ァ ン ド に よ る 政 治 的 考 慮 に 基 づ く 投 資 の 具 体 例 と し て 、 中 国 の 政 府 系 フ

ァ ン ド 中 国 投 資 有 限 責 任 公 司 （ C I C） 及 び 国 家 外 国 為 替 管 理 局 （ S AF E） が 、 台 湾 と

の 外 交 関 係 断 絶 の 見 返 り と し て コ ス タ リ カ 国 債 3 億 ド ル 分 を 購 入 し た 事 例（ 2 0 0 8 年 ）

が 挙 げ ら れ る 。 B r e m me r ,  s u p r a  n o t e  6 ,  p . 1 3 8 .  中 谷 和 弘 「 政 府 系 フ ァ ン ド と 国 際 法 」

秋 月 弘 子 他 編『 人 類 の 道 し る べ と し て の 国 際 法（ 横 田 洋 三 先 生 古 稀 記 念 論 文 集 ）』（ 国

際 書 院 、 2 0 11 年 ） 6 2 8 頁 。  
2 5  I n t e rn a t io n a l  Wo r k i n g  G ro u p  fo r  So v e r e i g n  We a l t h  Fu n d ,  Ge n e r a l l y  Ac c e p t e d  
P r i n c ip l e s  a n d  P r a c t i c e s  ( G AP P )  ― S a n t i a g o  P r i n c i p l e s ,  O c t o b e r  11 ,  2 0 0 8 .  本 原 則 に は 、

中 国 を 含 む 2 3 カ 国 が 参 加 署 名 し て い る 。 中 国 に 関 し て は 、 中 国 投 資 有 限 責 任 公 司 が 、

そ の 規 律 対 象 と さ れ て い る 。 Id . ,  Ap p e n d i x  I I .  
2 6  小 寺 彰 「 米 国 2 0 0 4 年 モ デ ル B I T の 評 価 － 2 0 0 9 年 9 月 3 0 日 国 際 経 済 諮 問 委 員 会

（ AC I EP） 報 告 書 を 紹 介 し つ つ － 」 経 済 産 業 省 『 投 資 協 定 仲 裁 研 究 会 報 告 書 （ 平 成

2 2 年 度 ）』（ 2 0 1 0 年 ） 1 0 3 - 11 5 頁 。  
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対米投資に際し、国家又は国有商業銀行により市場金利以下の金利

による融資が行われるなど反競争的な国家補助が行われる懸念に

対応し、BIT にこれに対処する規律を盛り込むべきか等について突

っ込んだ検討を加えた。2009 年 9 月 30 日公表の ACIEP 報告書本

体は 27、当該規律の導入を求める積極説と当該規律は投資協定の

範囲外であり国内又は国際競争法で対処すべき問題であるとした

消極説の両論を併記する形をとった 28。このうち、積極説グルー

プが、当該規律を具体化した条文案を盛り込んだ Annex B を提出

し、本報告書はこれを末尾に添付している 29。  

本報告書の提出から 2 年半を過ぎた 2012 年 4 月 12 日、米国通

商代表部は、 2012 年米国モデル BIT（以下「本モデル BIT」とい

う。）を公表した 30。本モデル BIT は、中国の国有企業を念頭に

置いた規定をいくつか設けた一方で、ACIEP 報告書 Annex B に盛

り込まれた、反競争的国家補助を禁ずるような規定は採用していな

い。  

しかし、米国内では、モデル BIT はあくまで他国との交渉をも

対象にした一般モデルであり、中国との BIT において十分とは言

えず、そこでは、国有企業等の市場における行動に対する規律を導

入すべきである、非市場経済国に限定した形で対米投資を審査する

メカニズムを（CFIUS とは別に）新規導入すべきであるとの意見

が早々に提起された 31。  
                                                   
2 7  R e p o r t  o f  t h e  A d v i so r y  Co m m i t t e e  o n  In t e r n a t io n a l  E co n o m i c  Po l i c y  R eg a rd in g  th e  
M o d e l  B i l a t e ra l  In v e s t m e n t  Tre a t y  P r e s e n t e d  to :  T h e  D e p a r t m e n t  o f  S t a t e ,  S e p t e mb e r  3 0 ,  
2 0 0 9  
2 8  I b id . ,  p a r a .2 2 .  
2 9  I b id . ,  An n e x  B ,  p p . 1 3 -1 5 . 米 中 投 資 協 定 に お い て 、 国 有 企 業 等 と 民 間 企 業 の 間 の

競 争 上 の 中 立 性 原 則 等 を 導 入 す べ き と の 提 案 と し て 、 次 を 参 照 。 U S C C ,  s u p r a  n o t e  
2 2 ,  p . 1 2 0 .  
3 0  2 0 1 2  U .S .  M o d e l  B i l a t e r a l  In v e s t me n t  Tr e a t y,  Ap r i l  1 2 ,  2 0 1 2 .  
3 1  D a l y,  N o v a  J . ,  P r e p a r e d  S t a t e me n t  B e fo r e  t h e  U . S . - Ch in a  E c o n o mi c  a n d  S e c u r i t y  
R e v i e w C o m mi s s i o n  H e a r in g  o n  “ Th e  E v o l v in g  U . S . - C h i n a  Tr a d e  a n d  In v e s t me n t  
R e l a t i o n sh ip ” ,  J u n e  1 4 ,  2 0 1 2 ,  p p . 7 -8 ,  a t  
h t t p : / / w w w. u s c c . g o v / h e a r in g s / 2 0 1 2 h e a r in g s / wr i t t e n _ t e s t i mo n i e s /1 2 _ 6 _ 1 4 / N o v a D a l y. p d f . 
デ イ リ ー は 、 2 0 0 6 -9 年 、 CF I U S の コ ー デ ィ ネ ー タ 役 を 務 め た 元 米 財 務 省 副 次 官 補 で

あ る 。 S e e  a l s o  D r a k e ,  C e l e s t e  ( AF L- C I O ) ,  Te s t i m o n y  r e g a r d in g  t h e  P r o p o s e d  
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中国国有企業による対米投資に対する懸念は、なお米国内でくす

ぶっている。例えば、米国議会が設置した米中経済安全保障再検討

委員会は 2014 年報告書の中で、中国政府の優遇融資や優遇措置を

受けた企業を国内に迎えることにより、米国国内企業は競争上の課

題に直面するとの警鐘を鳴らしている 32。  

 

３．従来の経済摩擦との連続性及び非連続性  

２で紹介した一連の摩擦は、 21 世紀の、そして中国を中心とし

た「国家資本主義国」に独特の摩擦といえるか。第 1 に、日本にお

ける国際経済法研究者の立場からは、中国の市場と政府をめぐる米

国を中心とした批判は、 20 年以上前の日米貿易摩擦の全盛期にお

いて、日本に対し提起された「日本異質論」と似通った響きをもっ

て聞こえる 33。事実、中国に対する現在の批判の中でも頻出して

いる「産業政策」、「公平な競技場（ a level  playing field）」、「外国

資本による買収」等は、当時もキーワードとして用いられた 34。

第 2 に、個々の現象のほとんどは、例えば、政府による補助金を中

心とする産業政策とその競争歪曲効果といった従来から議論され

てきた問題に分解可能である。  

他方で、第 3 に、 2008 年の世界金融経済危機の顕在化以降、先

進国から新興国へと世界経済秩序におけるパワーバランスの過渡

期にあるという認識が広まり、その中でも、とりわけ中国は輸出貿

                                                                                                                                                     
Tr a n s -P a c i f i c  P a r tn e r s h ip  F r e e  Tr a d e  Ag r e e m e n t ,  B e fo r e  t h e  Ho u s e  Te r r o r i s m,  
N o n p r o l i f e r a t i o n  an d  Tr a d e  Su b c o m mi t t e e ,  M a y 1 7 ,  2 0 1 2  ( r e c o m me n d in g  “ t h e  
c o n s id e r a t i o n  o f  a  s c r e e n in g  me c h a n i s m fo r  S O E i n v e s t m e n t s ” ) .  
3 2  2014  Re po rt  t o  Co ngress  o f  the  U.S . -Ch ina  Eco no mic  and Se cur i ty  Re v ie w 
Commiss i on ,  No ve mbe r  2014 ,  pp .4 ,  114 -115 .  
3 3  日 本 異 質 論 の 代 表 例 と し て 、 フ ァ ロ ー ズ 、 ジ ェ ー ム ズ（ 大 前 正 臣 訳 ）『 日 本 封 じ 込

め 』（ テ ィ ビ ー エ ス ・ ブ リ タ ニ カ 、 1989 年 ） 。  
3 4  2 .6 で 紹 介 し た 米 国 大 統 領 に 国 家 安 全 保 障 を 害 す る と 認 め る 対 米 外 国 投 資 を 停 止

さ せ る 権 限 を 与 え た 1988 年 エ ク ソ ン ・ フ ロ リ オ 修 正 法 は 、 1980 年 代 の 日 本 企 業 に

よ る 米 国 有 名 企 業 等 の 買 収 を 背 景 に 制 定 さ れ た と 言 わ れ る 。 柏 木 昇 「 国 家 安 全 保 障

と 国 際 投 資 ― 国 家 安 全 保 障 概 念 の 不 確 実 性 」『 日 本 国 際 経 済 法 学 会 年 報 』18 号（ 2009
年 ） 64 -65 頁 。  
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易の急速な拡大により莫大な外貨準備を蓄積し 35、かつ 2010 年に

は国内総生産（GDP）世界第 2 位に躍進し、巨大な国内市場とし

ても存在感を高めている。そうした中国による産業政策等に起因す

る競争歪曲が、中国市場のみならず、いわば世界市場全体における

勝敗を左右しかねない事態に米国を中心とする先進国が極めて神

経質になっており、この文脈が、現在の中国に対する批判論や規律

強化論に拍車をかけている観がある。第 4 に、日米貿易摩擦に際し

ては、政府と民間企業の間の特殊関係に対する批判は頻繁に見られ

たが、国有企業に対する優遇がその摩擦の主原因となることは少な

かった 36。しかし、現在の中国に対する批判論では、国有企業に

対する優遇策が批判の焦点となっており、その点が大きな特徴であ

る。従来から国営企業等の「独占的輸入者」としての弊害（輸入時

の差別取扱いや関税譲許違反等）への対処の必要性は想定されてい

たが（GATT17 条）、現在はむしろ国有企業の「競争的輸出者、経

営体又は投資家」としての弊害に関心が移りつつある（表 4 参照）

37。つまり、国有企業への優遇策が、その国内市場における競争

歪曲に留まらず、輸出先及び投資先市場において、当該国の国内企

業や第三国企業との間の競争歪曲をも引き起こすのではないかと

の強い懸念を惹起している。  
                                                   
3 5  2015 年 9 月 現 在 の 中 国 の 外 貨 準 備 高 は 約 3 .5 兆 米 ド ル に 達 し て い る （ WTO 加 盟

直 後 の 2002 年 1 月 は 2174 億 米 ド ル ） 。 中 国 人 民 銀 行 2015 年 貨 幣 統 計 概 覧 （ 黄 金

和 外 匯 儲 備 ） ,   a t  
h t tp : / /www.pbc .go v. cn /d iao chato ng j i s i / re so urce / cms /2015 /10 /20151016164612459
64 .h tm。 こ れ は 世 界 第 2 位 の 日 本 の 外 貨 準 備 高 約 1.19 兆 米 ド ル の 約 2 .9 倍 で あ る 。

日 本 財 務 省「 外 貨 準 備 等 の 状 況（ 平 成 27 年 9 月 末 現 在 ）」（ 平 成 27 年 10 月 7 日 ）,  a t  
h t tp : / /www.mo f .go . jp / in te rnat io na l_ po l i cy / re fe re nce / o f f i c i a l _ re se rve _asse ts /270
9 .h tm。  
3 6  そ の 例 外 の １ つ が 、 旧 日 本 郵 政 公 社 （ 現 日 本 郵 政 ） に よ る 簡 易 保 険 サ ー ビ ス 提 供

を め ぐ る 日 米 紛 争 で あ る 。こ の 問 題 は 、米 国 に よ る TPP 交 渉 に お け る 国 有 企 業 等 に

対 す る 規 律 提 案 に お い て も 、 念 頭 に 置 か れ て い た 。 東 條 吉 純 「 TPP 協 定 交 渉 に お け

る サ ー ビ ス 貿 易 自 由 化 」『 ジ ュ リ ス ト 』 1443 号 （ 2012） 46 頁 。  
3 7  フ ォ ー チ ュ ン 誌 の「 世 界 の 5 0 0 社（ 2 0 1 5 年 版 ）」の う ち 、 9 8 社 が 中 国 企 業 で あ り 、

そ の う ち 7 6 社 を 国 有 企 業 が 占 め る（ W TO 加 盟 直 後 の 2 0 0 2 年 に は 、 そ れ ぞ れ 11 社 、

6 社 、 2 0 11 年 に は 、 そ れ ぞ れ 6 1 社 、 3 8 社 ） 。 さ ら に 、 同 ト ッ プ 1 0 に 中 央 国 有 企 業

3 社（ 6 位 → 2 位  中 国 石 化 、 7 位 → 4 位  中 国 石 油 及 び 8 位 → 7 位  国 家 電 網 ）が そ れ

ぞ れ ラ ン ク イ ン し て い る （ 2 0 11 年 → 2 0 1 5 年 ） 。  
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表 4 フォーチュングローバル 500 に占める中国企業の割合  

 中国企業  

(うち国有企業 )  

2002 年  11 (6) 

2011 年  61 (38) 

2015 年  98 (76) 

 

４．既存の貿易ルールに突き付けられた課題  

 ２で検討した摩擦を受け、既存の貿易ルールがどの程度、そこで

問題とされている競争歪曲の問題に対処可能なのか、その可能性と

限界を検討する必要があろう。  

 

(1)  物の貿易  

物の貿易の分野では、第 1 に、すでに WTO 補助金協定が、直接

的な資金の移転のみならず、多様な形態の補助金を広範に規律対象

としており（ 1.1 条 (a)）、かつ、輸出補助金や国産品優遇使用補助

金（レッド補助金）を禁止するだけでなく（ 3 条）、他の加盟国に

悪影響を与える補助金（対抗可能補助金、イエロー補助金）に関す

る規律（第 3 部）も設けている。さらに、対抗可能補助金に関する

規律（相殺関税賦課の許容を含む。）は、補助金交付国市場への輸

出に悪影響が及ぶ場合（輸入代替又は輸入妨害）のみならず（ 5.1

条 (b)及び 6.3 条 (a)）、補助金交付国から他の加盟国に輸出し、当該

国の国内産業に損害を与える場合（ 5.1 条 (a)）や第三国の輸出産業

に悪影響が及ぶ場合（輸出代替又は輸出妨害）をもその射程に入れ

ている（ 6.3 条 (b)）。補助金協定の以上のような広範な規律に基づ

けば、国有企業等に対する優遇策のうち補助金と分類可能なもので

あれば、それによって惹起される競争歪曲に十分に対処可能である
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と考えることができる（表 5 の水色網掛け部分）。  

むしろ、物の貿易に関しては、国有企業が市場に存在する事実の

み基づき、その市場における価格を無視し、第三国ベンチマークを

用いて補助金の計算を行う形で相殺関税が濫用的に賦課されるお

それも否定できない。この点については、WTO 紛争解決事案でル

ールの解釈が整理されつつあり、その行方を注視する必要がある

38。  

 これに対し、第 2 に、国有企業等に対する優遇策のうち、競争法

等政府規制における優遇の多くは補助金と分類することは難しい。

しかし、これらの優遇の結果、販売、流通等に関する法令又は要件

について、輸入品に対し同種の国産品と比べ不利な待遇を与えてい

ると考えられる場合、GATT3 条 4 項の内国民待遇原則に違反する。

ただし、内国民待遇原則の適用範囲は、措置国の国内市場に限定さ

れ、政府規制における優遇策の影響が輸出先市場の国内企業や第三

国からの輸出に及ぶ場合には有効な法的規律が見当たらない 39。

2.5 で見た TPP 国有企業規律は、この部分に関する規律の欠缺を

埋める可能性がある点に新味を見出せる。  

表 5 既存規律の状況  

 援助国内市場  輸入国市場  第三国・世界市場  

物の貿易  ✔（ﾚｯﾄﾞ・ ｲｴﾛｰ）  ✔（相殺関税）  ✔（イエロー）  

サービス  △（内国民待遇）  ―（TPP）  ―（TPP）  

 

(2)  サービス貿易  
                                                   
3 8  川 島 富 士 雄「 WTO ア ン チ ダ ン ピ ン グ 等 最 新 判 例 解 説 ④ 相 殺 措 置 調 査 に お け る 国 有

企 業 の 公 的 機 関 性 及 び 市 場 ベ ン チ マ ー ク に 関 す る 判 断 基 準 ～ Uni te d  Sta tes  -  
Counte rvai l ing  Duty  Measure s  o n  Ce rta in  Pro ducts  f ro m China  (WT/DS437 /R ,  
WT/DS437/AB/R)～ 」 国 際 商 事 法 務 43 巻 9 号 1359 -1366 頁 ( 2015 )。  
3 9  例 え ば 、 反 競 争 的 行 為 の 黙 認 で あ れ ば 、 1960 年 の「 制 限 的 商 慣 習 に つ い て の 協 議

に 関 す る GATT 決 定 」 に 基 づ い て 協 議 要 請 す る こ と は 可 能 で あ る 。 Restr i c t i ve  
Busine ss  Pract i ce s :  Ar range me nts  f o r  Consul ta t i o ns ,  Re po rt  o f  Expe rts ,  ado pte d  
2  June  1960 ,  L /1015 ,  B I SD 9S /170 .  し か し 、 同 決 定 は WTO 紛 争 解 決 手 続 の 対 象 協

定 に 含 ま れ ず 、 同 協 議 不 調 の 場 合 も パ ネ ル 設 置 要 請 は 認 め ら れ な い 。  



19 
 

サービス貿易の分野では、第 1 に、上記 (1)の物の貿易の場合と

異なり、補助金に関する全般的な規律がない。しかし、サービス分

野における補助金も、サービス輸入国が問題となっているサービス

分野において内国民待遇を約束している場合は、サービス貿易に関

する一般協定（以下「GATS」という。） 17 条の内国民待遇原則の

規律の対象となりうる（表 5 の赤網掛け部分） 40。  

他方、第 2 に、国内で補助金を得た、又は特権を与えられたサー

ビス供給者の輸出に対する相殺措置の許容や対抗可能補助金に対

応する規律は現行 GATS には存在しない（表 5 の白の部分）。この

点について、GATS15 条 1 項は、補助金によるサービス貿易歪曲を

回避するために「必要な多角的規律を作成することを目的として交

渉を行う」と規定し、そこでは「相殺措置の妥当性」の検討も想定

していた。これを受け、WTO 設立後、設置された GATS 規律に関

する作業部会における長期の議論にもかかわらず、積極、消極の意

見が衝突し、交渉開始の目処も立っていない 41。  

2.5 で見た TPP 国有企業規律は、サービス分野にもその規律が

及ぶと考えられ、この分野での WTO 規律の欠缺を埋めるという意

味でも、重要な展開である。しかし、サービス分野における補助金

規律の導入に当たっては、公的サービスを維持するための補助金

（例えばユニバーサルサービス義務に対応した補助金）と国内産業

保護として機能する補助金をどう切り分けるかという課題が必然

的に伴う。 TPP 国有企業規律における「公的サービス柔軟性」の

例外条項は、この課題に取り組んだ規定のように見える。しかし、

競争中立性確保義務を骨抜きとしかねないリスクも抱える同例外

                                                   
4 0  Co unc i l  fo r  Trade  in  Se rv i ce s ,  2001  Guide l ine s  fo r  the  Sche du l ing  o f  Spe ci f i c  
Commitments  unde r  the  Ge ne ra l  Agre eme nt  o n  Trade  in  Se rv i ce s  (GATS) ,  S /L /92 ,  
23  March  2001 ,  para .16 .  こ の 点 に つ い て の 解 釈 論 と し て 、川 瀬 剛 志「 世 界 金 融 危 機

下 の 国 家 援 助 と WTO 補 助 金 規 律 」『 独 立 行 政 法 人 経 済 産 業 研 究 所 デ ィ ス カ ッ シ ョ

ン ・ ペ ー パ ー 』 11 -J -065  （ 2011 年 ） 18 -20 頁 。  
4 1  Wo rking  Party  o n  GAT S Rule s ,  Re po rt  o f  the  Me e t ing  He ld  on  1  No vembe r  2011 ,  
No te  by  the  Se cre tar ia t ,  S /WPGR/M/76 ,  2  De cembe r  2011 ,  paras .15 -21 .  
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の解釈は、TPP 紛争解決パネルに委ねられているように見えるため、

課題を先送りした観も否めない。  

 

５．おわりに  

２の摩擦と４の既存ルールに突き付けられた課題の整理から、国

家資本主義国による産業政策や国有企業への優遇策に対応した競

争中立性確保のための調整規律の全般的な確立が、国際経済法上の

喫緊の課題となりつつあることが分かる。こうした調整規律は、物

の貿易に関しては既に十二分に確立している一方で、サービス貿易

や投資においては必ずしも十分に発達していないという対照的な

状況が浮び上がった。  

この規律の不均衡発展状況の結果、産業政策や国有企業への優遇

措置に対する懸念が、今後、サービス自由化や投資自由化の交渉を

阻害する、又は既に阻害しつつあるとのおそれも指摘される 42。

2.2 で見た TPP 国有企業規律は、長期的に中国を規律の対象国に

加えることを視野に入れ、既存規律の欠缺を埋めようする試みであ

ると位置付けることができる 43。  

 以上から、国際経済法上において現在、喫緊とされる課題はいず

れも、「政府が担うべき機能は何か」、「市場と政府がいかに役割分

担すべき」かといった、極めて経済学的な問いに直結したものであ

ること、ひいては、国際経済法上のルールメイキングに対する経済

学からのインプットは今まで以上に重要となっていることが明ら

かであろう。本報告を契機に、今後ますます国際経済学と国際経済

法の両分野間の知的交流が活発となることを期待して、本報告を締

めくくる。（了）  

                                                   
4 2  川 島 富 士 雄 「 中 国 に お け る 市 場 と 政 府 を め ぐ る 国 際 経 済 法 上 の 法 現 象 と 課 題 ― 自

由 市 場 国 と 国 家 資 本 主 義 国 の 対 立 ？ ―  」，『 日 本 国 際 経 済 法 学 会 年 報 』21 号（ 2012）
139 頁 。  
4 3  東 條 ・ 前 掲 注 (36 )46 -47 頁 及 び 同 上 。  
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